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す。企業収益は円安への転換や世界経済の持ち直しに
より底打ちしつつありますが、アメリカにおけるトラ
ンプ新大統領の誕生による経済への影響、中国をはじ
めとする新興国経済の景気回復にはなおも慎重な姿勢
が残り、引き続き先行き不透明な状況であります。
　このような状況のもと、次期の連結業績予想につき
ましては、売上高52,000百万円、営業利益1,800百万
円、経常利益1,970百万円、親会社株主に帰属する当期
純利益1,250百万円を見込んでおります。

　株主の皆様におかれましては、今後とも当社グルー
プへのご支援ご鞭撻を賜りますよう、何卒よろしくお
願い申し上げます。

日本・米州・中国・
東南アジアの4極体制
実を結べ 70周年

トップメッセージ

　株主の皆様には平素より格別のご高配を賜り、厚く
お礼申し上げます。

　当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用・所得
情勢が堅調に推移していることを受けて個人消費が持
ち直し、景気は緩やかな回復基調が続きました。その
一方で、原油安の一服、年初来の円高により輸出が伸
び悩んだこと等により、企業収益の改善に足踏みが見
られ、設備投資も抑制傾向にありました。海外では、
アメリカ経済は景気拡大基調が継続している一方で、
英国のEU離脱問題や、中国経済の成長鈍化、アジア新
興国経済の景気減速等による景気の下押し懸念が続く
情勢であり、先行き不透明な状況で推移いたしました。
　このような状況の中で、当社グループは、「日米中亜
4極体制　実を結べ!!　70周年」を今年度のテーマに、
中期経営計画の各種施策に取り組んでまいりました。
　その結果、当連結会計年度の売上高は47,708百万円
（前期比7.5%減）、営業利益は1,657百万円（同29.0%
減）と苦戦いたしました。経常利益は円高の影響によ
る為替差損が発生したことにより、1,709百万円（同
35.3%減）と落ち込みました。親会社株主に帰属する
当期純利益は投資有価証券の評価損、および土地の減
損損失を計上したことにより、929百万円（同46.3%減）
となりました。
　今後の見通しにつきましては、国内経済は雇用・所
得環境の改善により個人消費の持ち直しが予想されま
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1株当たり配当実績および予想
中間 期末

取締役社長　竹下 敏章取締役会長　釜江 信次
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売上高（連結）

第2四半期（累計） 通期

営業利益（連結）

第2四半期（累計） 通期 第2四半期（累計） 通期

第2四半期（累計） 通期 第2四半期（累計） 通期

経常利益（連結）

親会社株主に帰属する当期（四半期）純利益（連結） 1株当たり当期（四半期）純利益（連結） 部門別売上高（連結）

売上高
構成比

（百万円） （百万円） （百万円）

（百万円） （円）

■産業機械部門

■建設機械部門

■その他の事業部門

前期比

47,708百万円
7.5%減 前期比

1,657百万円
29.0%減

前期比

929百万円
46.3%減 前期比

105.96円
45.8%減

前期比

1,709百万円
35.3%減

39,202百万円
8,403百万円
102百万円

決算ハイライト
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　産業機械部門では、国内は自動車関連業
界向けの機械設備販売が伸長いたしました。
一方、海外は世界経済を巡る不透明感の影
響により全体的に低調に推移いたしました。
　米州は自動車関連業界向けで産業機械の
販売が堅調に推移いたしましたが、円高の影
響により邦貨換算額が減少したことが影響し、
前年より厳しい数字となりました。
　中国およびアジア地域は、円高による設備
投資の抑制の影響を大きく受け、自動車関
連業界向けの販売が大きく落ち込みました。

　建設機械部門では、公共投資は横ばいで
推移しており、また民間の建設投資や、震災
復興・防災等の事業にも一服感が見られまし
た。このような状況の中、機械販売は基礎業
界向けで伸長いたしましたが、全体的に建設
機械の需要が弱含みの状態であったことか
ら、売上高は前年より減少いたしました。レン
タル売上は貸与資産の修理費用が増加した
こと等により、前年に比べ利益率が悪化いた
しました。

当社は、2016年12月をもちまして、創立70周年を迎えました。これはひとえに株主の皆様をはじめ、
関係者各位の温かいご支援の賜と心より感謝申し上げます。
つきましては、日頃の株主の皆様のご支援に感謝の意を表するため、期末配当を1株につき20円の普
通配当に、創立70周年記念配当2円を加えた合計22円とさせていただきました。
この結果、当期の1株当たりの年間配当は、中間配当の15円と合わせて37円とさせていただきました。
今後も安定配当を基本方針に、さらに経営基盤を強化し、業績向上を図ってまいります。

特集 / 7０周年 日本・米州・中国・東南アジア  4極体制展開の歩み

1946年  大阪市東区南久太郎町にて株式会社丸嘉商会設立
1947年  商号を丸嘉株式会社に変更 1956年  大阪市東区豊後町に本社移転

1966年  ニューヨーク駐在事務所設置 2012年  インダストリアル・ツール社の全株式取得
1968年  マルカ・アメリカ現地法人(MMCA)設立 2012年  マルカ・メキシコ現地法人設立1990年　マルカ・アメリカ現地法人(MARUKA U.S.A.)設立

1974年
ソノルカエンジニアリング株式会社設立

1970年  商号をマルカキカイ
 株式会社に変更

1981年
大阪府茨木市に
本社移転

2003年  ジャパンレンタル株式会社を子会社化
2016年
株式会社管製作所を子会社化

2004年  天津駐在事務所設置（2008年にマルカ・上海現地法人天津支店）
2004年  上海駐在事務所設置（2007年にマルカ・上海現地法人）

1993年 
マルカ・マレーシア現地法人設立

1959年  バンコク駐在事務所設置

1962年  ジャカルタ駐在事務所設置
1980年
マルカ・インドネシア現地法人   (TMMC)設立

1988年
マルカ・タイ現地法人設立

1965年  マニラ駐在事務所設置 1979年 
マルカ・フィリピン現地法人設立

2014年
マルカ・エクスポート・タイ現地法人設立

2002年  ホーチミン駐在事務所設置 2013年  マルカ・ベトナム現地法人設立
2002年  マルカ・インドネシア現地法人設立 2013年  シンガポール駐在事務所設置

 （2016年にシンガポール支店）2007年
マルカ・インド現地
法人設立

1971年  台北支店設置
2001年  広州駐在事務所設置（2003年にマルカ・中国現地法人）

２０１６年
創立
70周年

１９４６年
設立

増配をいたしました。

中 間 配 当 期 末 配 当 年 間 配 当

2016年（当期） 15円 22円（内記念配当2円） 37円

2015年（前期） 15円 20円 35円

10周年 40周年20周年 50周年30周年 60周年

建設機械部門産業機械部門

2006年  東証１部に指定
2005年  東証２部に株式を上場

1998年  大証２部に株式を上場
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376

1,744

有形固定資産

無形固定資産

投資
その他の資産

資産合計
38,809

資産合計
37,321

流動資産
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流動資産
29,918

固定資産
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固定資産
7,403
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38,809
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19,863

負債
18,640

純資産
18,946

純資産
18,681

流動負債

固定負債

17,710

929

流動負債

固定負債

19,198

664
5,300

462

1,640

有形固定資産

無形固定資産

投資
その他の資産

売上高
51,593

営業利益
2,334

経常利益
2,643

親会社株主に
帰属する
当期純利益
1,729

売上高
47,708

営業利益
1,657 経常利益

1,709
税金等調整前
当期純利益
1,451

親会社株主に
帰属する
当期
純利益
929

営業外収益
257

営業外費用
205

売上原価
販売費及び一般管理費 

40,795
5,260

法人税等合計
非支配株主に帰属する当期純損失

569
47

特別損失
259

特別利益
1

Point

Point

前 期 末
平成27年11月30日現在

当 期 末
平成28年11月30日現在

前 期 末
平成27年11月30日現在

当 期 末
平成28年11月30日現在

前 期
平成26年12月1日〜平成27年11月30日

当 期
平成27年12月1日〜平成28年11月30日

※	記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

連結財務諸表

連結貸借対照表のポイント（単位：百万円）

連結損益計算書のポイント（単位：百万円）

流動資産の状況

前期末比2,009百万円減少し、
29,918百万円となりました。これ
は売掛金が1,304百万円、受取
手形が636百万円それぞれ減少し
たこと等によるものです。

固定資産の状況

前期末比521百万円増加し、7,403
百万円となりました。これは有形
固定資産が540百万円増加したこ
と等によるものです。

営業利益の状況

売上総利益の減少に加え、販売
費及び一般管理費が前期比22
百万円増加したため、営業利益は
前期比29.0%減少し1,657百万円
となりました。

経常利益の状況

営業外収益が前期比110百万円
減少し、営業外費用が前期比146
百万円増加したため、経常利益は
前期比35.3%減少し1,709百万円
となりました。
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個人・その他
35,695単元
40.8%

外国法人等
11,729単元
13.4%

金融機関
20,275単元

23.2%

その他の法人
18,991単元

21.7%

証券会社
791単元
0.9%

株主名 持株数（株） 持株比率（%）

コ ベ ル コ 建 機 株 式 会 社 594,000 6.8	

株 式 会 社 不 二 越 576,000 6.6	

あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 400,000 4.6	

株 式 会 社 り そ な 銀 行 350,000 4.0	

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 328,000 3.7	
HORIZON	GROWTH	FUND	N.V. 309,100 3.5	

株式会社三菱東京U F J銀行 255,000 2.9	

マルカキカイ従業員持株会 211,967 2.4	
GOLDMAN,	SACHS	&	CO.	REG 210,500 2.4	

乾 　 孝 義 208,800 2.4	

株式の状況 （平成28年11月30日現在）	 会社概要 （平成28年11月30日現在）	

役員 （平成29年2月23日現在）	

大株主（上位10名）の状況 （平成28年11月30日現在）	

所有者別株式分布状況 （平成28年11月30日現在）	

マルカキカイ株式会社
MARUKA	MACHINERY	CO.,LTD.
昭和21年（1946年）12月16日
〒567-8520
大阪府茨木市五日市緑町2番28号
TEL.072-625-6551
FAX.072-625-6558
インターネットホームページ
http://www.maruka.co.jp/
機械専門商社として産業機械、
建設機械の国内販売および輸出入
14億1,441万円
連結	565名、単独	184名

商 号

設 立
本 社 所 在 地

主な事業内容

資 本 金
従 業 員 数

（注）		持株比率は自己株式（576,870株）を控除して算出し、小数点以下第2位を四捨
五入して計算しております。また、自己株式は上位10名から除いております。

33,600,000株
9,327,700株

8,927名
100株

発行可能株式総数
発行済株式の総数
株主数
単元株式数

代 表 取 締 役 会 長 釜 江 信 次
代表取締役社長兼最高経営責任者（CEO） 竹 下 敏 章
取締役兼専務執行役員 二 橋 春 久
取締役兼常務執行役員 真 鍋 　 聡
取 締 役 兼 執 行 役 員 難 波 経 久
取 締 役 兼 執 行 役 員 飯 田 邦 彦

※ 取 締 役 泉 　 信 介
※ 取 締 役 長 﨑 伸 郎
常 勤 監 査 役 荻 　 野 　 純 　 一
常 勤 監 査 役 杉 浦 克 典

※ 監 査 役 古 澤 　 哲
※ 監 査 役 牛 島 慶 太
執 行 役 員 砂 河 利 文
執 行 役 員 黒 澤 淳 一
執 行 役 員 神 田 晃 三
執 行 役 員 谷 口 　 徹

株式の状況 & 会社概要

上記※は、社外取締役および社外監査役であります。
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http://www.maruka.co.jp/

100株以上500株未満保有の株主さま

1,000円相当のグルメセット
500株以上1,000株未満保有の株主さま

2,000円相当のグルメセット
1,000株以上保有の株主さま

3,000円相当のグルメギフト券

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

※写真は優待商品の一例です。
株主優待のご案内

株主メモ

事 業 年 度 12月1日から翌年11月30日まで

期末配当受領
株 主 確 定 日 11月30日

中間配当受領
株 主 確 定 日 5月31日

定時株主総会 2月

基 準 日 定時株主総会については　11月30日
（その他必要あるときは予め公告する一定の日。）

株主名簿管理人
（兼 特別口座の

口座管理機関）
三菱UFJ信託銀行株式会社

株主名簿管理人
事 務 取 扱 場 所

（兼 特別口座の口座
管理機関連絡先）

〒541-8502
大阪市中央区伏見町三丁目6番3号
三菱UFJ信託銀行株式会社
大阪証券代行部

各種お問合せ 電話　0120-094-777（通話料無料）

※証券会社等に口座をお持ちの株主さまのお手続きについては、
口座を開設されている証券会社等にお問合せください。なお返戻
郵便物、未払配当金等のお問合せについては、左記株主名簿
管理人にお問合せください。
※特別口座に記録された株式関係のお手続用紙のご請求は次の
電話番号およびインターネットで24時間承っております。
手続用紙請求電話	 0120-244-479（通話料無料）
	 	 （本店証券代行部）
	 0120-684-479（通話料無料）
	 	 （大阪証券代行部）
インターネット		　　http://www.tr.mufg.jp/daikou/

公 告 方 法

電子公告（当社ホームページをご覧ください。）
http://www.maruka.co.jp/
なお、やむを得ない事由によって電子公告に
よる公告をすることができない場合には、日本
経済新聞に掲載します。

上場証券取引所 株式会社東京証券取引所　市場第1部




